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学位論文の要旨 
１．本研究の背景と目的 
地方都市における政策形成能力の必要性がこれまでになく高まっている。その背景には、
人口減尐、経済停滞、財政難、環境・エネルギー問題の深刻化等の厳しい社会情勢、知識情
報社会への移行、地方分権社会の到来などが挙げられる。しかしながら、地方分権一つをと
っても、政策形成能力についての議論は財源や権限移譲の問題に比べて尐なく、首長等の特
定の人材によるリーダーシップに委ねられることが多い。地方都市の持続可能な発展のため
には、人材の偶発的出現に頼るのではなく、創発的かつ持続可能な政策形成を実現するため
の基盤の構築が必要となる。 
そこで本研究では、政策形成能力の向上や新たな政策形成を促進する組織・仕組みを広義
のインフラストラクチャーとして「政策形成基盤」と定義した。この事例として、地方自治
体が設置・運営する調査研究機関である「自治体シンクタンク」に着目し、複数の先進的事
例を実地調査することによって政策形成基盤の基本構造を見いだすことを目的に研究をして
いる。また、市町村内の一定区域を領域とする「地域自治組織」、さらには複数の市町村によ
って構成される「広域連携組織」に対しても政策形成基盤としての機能を見いだし、「自治体
シンクタンク」研究によって見いだした基本構造の汎用性を高めるとともに、地方分権時代
の地方都市において必要な政策形成基盤モデルを確立することが目的である。 
 
２．政策形成基盤関連の既往研究と本研究の対象 
政策形成基盤モデル構築の基本構造を見出すために、先ず政策形成及び政策形成能力のあ
り方や、ソーシャル・キャピタル、組織経営論にみられるイノベーション論などに着目して
文献調査を行った。その結果、政策形成基盤モデルの構築において、創発的な課題認識－目
標設定－活動実践（See-Plan-Do）による政策形成サイクルの持続的発展に加え、政策形成を
通じて政策形成能力を高めるＯＪＴ（On the Job Training）機能、政策形成に関わる主体間
の信頼関係の醸成が重要であると認識し、そこに着目して研究した。また、具体的な研究対
象となる自治体シンクタンク、地域自治組織、広域連携組織を選定するために、様々な組織
形態ものの仲から、政策形成基盤の要件を満たしうる組織の絞り込みを行った。 
自治体シンクタンクの設置目的は、当該地方自治体の抱える重要課題の解決や政策形成能
力の向上などであり、これは政策形成基盤そのものといえる。その形態には行政組織外に設
置する財団法人型や大学等との共同設置型、行政組織内設置型がある。本研究では行政組織
内のイノベーション効果や地方都市における設置可能性を考慮し、行政組織内設置型自治体
シンクタンクを対象とした。なお、自治体シンクタンクの評価研究は、組織設置の歴史が浅
いため尐なく発展途上段階にあるため、自治体シンクタンクに関する研究の必要性は高い。 
地域自治組織は、住民自治の強化や住民と行政による協働の推進、あるいは市町村合併後
の地域づくりに対する激変緩和措置などの意味合いから、旧市町村や小中学校区などの単位
で設置される。地方自治法に基づく地域自治区、合併特例法に基づく地域自治区及び合併特
例区、さらには法令に基づかないコミュニティ組織などがある。このうち、地方自治法に基
づく地域自治区は、行政主導による設置でありながら創発的な政策形成がなされる可能性を
有しているため、本研究の対象とした。なお、同組織の意義については、既往研究において
も意見の分かれるところであり、本研究はこの点に一石を投じるものでもある。 
広域連携組織については、一般的に政策決定された特定業務を実行する組織が多く、この
場合、創発的な政策形成を生み出す可能性は低い。ただし、県境を越えた総合的な広域連携
を志向する組織については、創発的な政策形成を生み出す可能性を多分に有していることか
ら、本研究の対象とした。なお、広域連携に関する既往研究には多種多様なものが存在する
ものの、政策形成基盤の観点から分野横断的に行った研究は管見の限りない。 
本研究は、上記に掲げた 3 種類の組織形態の中から後述の実地研究対象地域を選定し、関
係者に対する詳細なヒアリング調査を実施しており、理論的研究に加え実践知に重きを置い
た研究であり、そこにも本研究の特徴がある。 
 
３．自治体シンクタンクにおける政策形成プロセスの評価 
行政組織内設置型の自治体シンクタンクに関する実態調査を行った結果、その設置経緯や
位置付け、人員体制、研究テーマは多岐にわたることが判明した。そこで本研究では、特に
シンクタンクの人員体制に着目し、有識者参画度の高い草津未来研究所（滋賀県草津市）、行
政職員を中心に構成される市長直属組織の戸田市政策研究所（埼玉県戸田市）、その中間的位
置付けの上越市創造行政研究所（新潟県上越市）を詳細に実地研究する対象に選定した。 
これら３研究所の研究成果を分析すると、各研究成果は政策形成プロセスから見て研究課
題の設定、研究の推進、研究成果の活用促進の３段階に分離できる。また、自治体シンクタ
ンクの研究は各段階において、自治体シンクタンクが単独実施する場合と、首長、庁内各課、
外部有識者等が関与する場合がある。 
本研究では以上の各段階で用いられた研究手法や結果を評価した。シンクタンクの研究手
法は、研究テーマによって様々な手法が選定されている。それぞれの手法には長所・短所が
あり、結果として所期の目的を達成できた研究とできなかった研究があることを確認した。 
最終的な研究成果に最も影響を及ぼすのは政策形成プロセスにおける研究課題設定の段階
である。研究課題設定の段階で十分に議論され、関係者にその重要性が認識されている場合
は、研究の推進や研究成果の活用促進が不十分な場合でも、政策形成能力の向上等において
効果がある。他方、研究課題設定段階を軽視すると、研究の推進や研究成果の活用促進に努
力してもシンクタンクの評価に必ずしも結びつかない。また、研究課題の設定が的確でなけ
ればシンクタンクの評価を下げる可能性も示唆された。 
 
４．自治体シンクタンクの評価に基づく政策形成基盤のあり方 
自治体シンクタンクの運営は、自治体シンクタンクにおける政策形成プロセス評価から、
以下の要件が重要となる。①研究課題の設定段階では首長や庁内各課、有識者等の多面的な
課題認識を結節する必要がある。②研究推進段階では多様な政策形成主体の能力を引き出す
コーディネート力の強化が求められる。③研究成果の活用促進段階では必要に応じて、いわ
ゆるトップダウン型とボトムアップ型の意思決定手法の双方が用いられねばならない。④組
織として不安定な存在である自治体シンクタンク自身の維持・強化につながるべく、研究成
果に対する対外的な評価の積み重ねに留意する必要がある。また、⑤これらのプロセス全体
を通じて、自治体シンクタンクの専門性や中立性、継続性等を基調とした信頼関係を当該自
治体組織の内外に構築することが特に重要である。 
 これらの要件を満たすことは地方公共団体の現実環境においては厳しいといえよう。しか
し、それを克服して初めて自治体シンクタンクは、政策形成に関わる情報の集積機能や、政
策形成の場の開放によるネットワーク形成機能、政策形成を行う人材育成機能を有すること
ができる。その結果として、当該自治体の政策形成に対してイノベーションを起こしつつ、
行政組織さらには当該地域全体におけるネットワーク型シンクタンクの核となることが可能
となる。 
現実社会において、今後も自治体シンクタンクの新設、廃止が続くものと思われるが、政
策形成基盤としての設置・運用を意図する場合、これらの要件は不可欠なものと考える。 
 
５．政策形成基盤としての地域自治組織の評価  
地方分権時代に必要な汎用性の高い政策形成基盤モデルを確立するためには、自治体シン
クタンクより狭域的かつ住民参加の度合い組織における検討が求められる。そこで、「地域自
治組織」を政策形成基盤として捉え、政策形成基盤モデル構築に必要な更なる要件摘出を行
った。 
実証研究の対象には、平成の大合併で 14 市町村が合併し、都市内分権を図るべく国内最多
の 28 地域自治区数を有する新潟県上越市を選定した。各区の代表者等に対するヒアリング調
査の結果、地域課題の把握、地域目標の設定、地域活動実践において活動実績に格差が見ら
れる。その一因として地域特性も考えられるが、主たる要因は地域自治組織が政策形成基盤
として発展途上段階にあるためと考えられる。現段階の関係者による地域自治組織に対する
評価は多種多様ではあるが、今後への期待度は高い。したがって、同組織を政策形成基盤と
して強化することにより、同組織のパフォーマンスを高めることが可能と考えられる。 
 自治体シンクタンク研究から見いだした政策形成基盤の基本構造は地域自治組織にも適用
可能といえるが、地域自治組織においては、以下の要件も重要となる。①地域自治区の政策
形成主体は地域住民であるため、地域課題や地域目標の共有が暗黙知によるものであっても、
ある程度政策形成プロセスが成立する。また、②政策形成の推進力として、個人の学習意欲
や存在感、参加者間の信頼関係が比較的重要な役割を果たすことになる。さらに、③各地域
自治区の特性を活かしつつ地域自治を持続的に発展させるためには、基礎自治体の政策形成
サイクルとの連携が鍵を握るものと考えられる。 
 
６．政策形成基盤としての広域連携組織の評価 
汎用性の高い政策形成基盤モデルを確立するためには、自治体シンクタンクより狭域的か
つ住民参加の度合い組織の検討と共に、自治体シンクタンクより広域的かつ多様な主体が参
画する組織の検討が求められる。そこで「広域連携組織」を地域自治組織と同様に政策形成
基盤と捉え、先に設定した基本構造に基づく評価を行うことにより、政策形成基盤モデルの
構築に向けた要件摘出を行った。 
実証研究の対象には、三遠南信地域（愛知県東三河地方、静岡県遠州地方、長野県南信州
地方で構成）における広域連携組織を取り上げ、ヒアリングを主体とした調査を行った。全
国的な広域連携には広域交通ネットワークの整備等に主眼を置くものが多い。しかし、三遠
南信地域の広域連携は、総合的・体系的な目標設定、参加者間の共通認識と信頼関係を醸成
する研究交流機会の充実、基盤の強化を念頭においた積極的な事業展開を行っており、政策
形成基盤としての要素が多く含まれている。また、同組織を構成する主体の参画目的は多種
多様であるにも関わらず、その期待度は全般的に高く、組織に対する期待度と組織強化の好
循環が生じている。 
 自治体シンクタンク研究から見いだした政策形成基盤の基本構造は広域連携組織にも適用
可能といえるが、広域連携組織においては、以下の要件も重要となる。①政策形成主体が多
種多様かつ広域的に存在するため、学習・協議の場の意識的な設定や目標の明文化等が重要
となる。また、②主体によって組織への参画目的や理解度に差があることから、多様な政策
形成を許容しつつ、その成果が広く認知される仕組みづくりが重要である。さらに、③広域
連携の持続可能な発展のためには、それらを構成する基礎自治体における政策形成基盤の存
在が問われるものと考えられる。 
 
７．政策形成基盤モデルの構築 
 上記の結果を基に政策形成基盤モデルを提示する。 
政策形成サイクルの基本型は、課題認識（See）－目標設定（Plan）－活動実践（Do）のＳ
ＰＤによって構成される螺旋型構造となる。しかし、立場や理解度の多様な主体が関わる政
策形成を推進するには、この順番にとらわれない柔軟性が必要となる。例えば、自治体シン
クタンク等による課題整理、政策提言、計画策定などの内容について、事業主体となる関係
課がその意図を完全に理解することを待って推進しようとすれば、結果として永久に政策実
現できないこともあり得るからである。また、参加目的や実績の異なる多種多様な主体で構
成される広域連携組織の政策形成において、足並みを揃えての推進は難しい。 
政策形成プロセスの推進に必要な条件は、関係主体間における信頼関係の醸成および政策
形成基盤に対する信頼関係の醸成である。また、新たな政策形成基盤の導入が、既存システ
ムを変革するものとの期待感が持てたとき、関係者のモチベーションは高まり、能力を発揮
する環境の形成が可能となる。 
本研究で取り上げた、コミュニティレベルの地域自治組織、基礎自治体（市町村）レベル
の自治体シンクタンク、広域レベルの広域連携組織は、政策形成基盤として有用である。ま
た、それぞれの有機的連携は同一自治体において可能であり、それにより政策形成基盤同士
の相乗効果も期待される。しかし、その中核は基礎自治体レベルの政策形成基盤であり、基
礎自治体が政策形成基盤を有し、その基盤を起点としてコミュニティレベルや広域レベルの
政策形成基盤を構築していく展開が基本といえる。 
 本研究では、自治体シンクタンクの事例研究から政策形成基盤の基本構造を見いだした。
自治体シンクタンクの本質的な意義を踏まえ、本研究で示した政策形成基盤の理論等を踏ま
えた設計と運用を行う組織が増加し、多様な成果と評価を得られるプロセスを踏襲すること
によって、分権時代における地方都市の政策形成基盤は強化され、ひいては分権時代におけ
る持続可能な国土形成への貢献も期待できるようになると考える。 
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審査結果の要旨 
内海巌氏の博士学位請求については、平成 25 年 6 月 5 日の資格審査を経て、戸所隆を主
査に、津川康雄・佐野充両副査の 3 人による論文指導･審査体制を構築した。また、口頭試
問等による論文審査は、以下の日程で実施してきた。予備審査は平成 25 年 11 月 11 日 15～
18 時に、本審査は平成 26 年 1 月 24 日 15～18 時に実施した。3 人の審査委員の本論文の要
旨、論文に対する評価及び審査結果は以下の通りである。 
 
内海氏の論文テーマは、「地方都市における自治体シンクタンク等の政策形成基盤構築に関す
る研究」である。かつての地方自治体は、中央政府による全国一律の地域政策とそれを推進する
補助金等の交付に基づき、政策執行していれば一定の行政水準を保てた。しかし、地方分権が叫
ばれるようになり、とりわけ 2000 年の地方分権一括法以降は、地方自治体自ら政策立案する必
要が高まり、地方都市における政策形成能力の向上が求められている。この背景には、人口減尐、
経済停滞、財政難、環境・エネルギー問題の深刻化等の厳しい社会情勢、知識情報社会への移行、
地方分権社会の到来などが挙げられる。 
しかしながら、地方分権一つをとっても、政策形成能力についての議論は財源や権限移譲の問
題に比べて尐なく、首長等の特定の人材によるリーダーシップに委ねられることが多い。地方都
市の持続可能な発展のためには、人材の偶発的出現に頼るだけでは、地方分権化は不可能である。
地方自治体の職員誰もが、地域の核心的問題発見ができ、その問題を解決するために有効な政策
立案ができるようにならなければ地方分権化時代は実現できない。そのためには、創発的かつ持
続可能な政策形成を実現するための基盤の構築が必要となる。 
本研究では、以上の視点から政策形成能力の向上や新たな政策形成を促進する組織・仕組みを
広義のインフラストラクチャーとして「政策形成基盤」と定義する。その上で、現状の既成組織
の中から地方自治体が設置・運営する調査研究機関である「自治体シンクタンク」、市町村内の
一定区域を領域とする「地域自治組織」、複数の市町村によって構成される「広域連携組織」弐
着目して先進的事例の実地調査をしている。そして本論文の最終的な目的は、政策形成基盤の基
本構造を見いだし、地方分権時代の地方都市において必要な政策形成基盤モデルの確立にある。 
 
本論文は、研究目的を中心に論述する第 1 章をはじめ、以下の 7 章で構成される。 
第 1 章 はじめに  
第 2 章 政策形成基盤に関連する既往研究と本研究の対象  
第 3 章 自治体シンクタンクにおける政策形成プロセスの評価  
第 4 章 自治体シンクタンクの評価に基づく政策形成基盤のあり方  
第 5 章 政策形成基盤としての地域自治組織の評価  
第 6 章 政策形成基盤としての広域連携組織の評価  
第 7 章 政策形成基盤モデルの構築  
 
第 2 章の「政策形成基盤に関連する既往研究と本研究の対象」では、政策形成基盤モデル構築
の基本構造を見出すために、先ず政策形成及び政策形成能力のあり方や、ソーシャル・キャピタ
ル、組織経営論にみられるイノベーション論などに着目して文献調査を行っている。その結果、
政策形成基盤モデルの構築において、創発的な課題認識－目標設定－活動実践（See-Plan-Do）
による政策形成サイクルの持続的発展に加え、政策形成を通じて政策形成能力を高めるＯＪＴ
（On the Job Training）機能、政策形成に関わる主体間の信頼関係の醸成が重要であると認識
し、具体的な研究対象に自治体シンクタンク、地域自治組織、広域連携組織を選定している。 
自治体シンクタンクの設置目的は、当該地方自治体の重要課題の解決や政策形成能力の向上な
どで、政策形成基盤となる。自治体シンクタンクの設置形態には、①行政組織外に設置する財団
法人型、②大学等との共同設置型、③行政組織内設置型があるが、本研究では行政組織内のイノ
ベーション効果や地方都市における設置可能性を考慮し、③行政組織内設置型を対象とした。自
治体シンクタンクの歴史は浅く、発展途上段階にあるため、その面からの研究の必要性も高い。 
地域自治組織は、住民自治の強化や住民と行政による協働の推進、あるいは市町村合併後の地
域づくりに対する激変緩和措置などの意味合いから、旧市町村や小中学校区などの単位で設置さ
れる。設置形態は多様であるが、地方自治法に基づく地域自治区には創発的な政策形成の可能性
があるため研究対象としている。なお、地域自治区の存在意義に対する既往研究の評価は分かれ
るものがあり、その点にも一石を投じる研究といえる。 
一般的な広域連携組織は、特定業務を実行する組織であるため、創発的な政策形成機能になら
ない。しかし、県境を越えた総合的広域連携組織は、創発的な政策形成を生み出す可能性をもつ
ため研究対象とした。なお、広域連携を政策形成基盤の観点から分野横断的に行う研究はない。 
本研究は理論的研究に加え、以上の 3 種類の組織形態の中から実地研究対象を選定し、関係者
に対する詳細なヒアリング調査を実施した、実践知に重きを置いた研究の特徴を説明する。 
 第 3 章の「自治体シンクタンクにおける政策形成プロセスの評価」では、多様な行政組織内設
置型自治体シンクタンクの人員体制に着目し、有識者参画度の高い草津未来研究所（滋賀県草津
市）、行政職員を中心に構成される市長直属組織の戸田市政策研究所（埼玉県戸田市）、その中間
的位置付けの上越市創造行政研究所（新潟県上越市）を実地研究対象に選定して実地調査をして
いる。自治体シンクタンクの研究成果は、政策形成プロセスから見て研究課題の設定、研究の推
進、研究成果の活用促進の３段階からなる。このうち最終的な研究成果に最も影響を及ぼすのは
研究課題設定の段階で、この段階で十分に議論し、関係者にその重要性が認識されている場合は、
研究の推進や研究成果の活用促進が不十分でも、政策形成能力の向上等に効果が見られる。他方、
研究課題設定段階を軽視すると、研究の推進や研究成果の活用促進に努力してもシンクタンクの
評価に必ずしも結びつかない。また、研究課題の設定が的確でなければシンクタンクの評価を下
げる可能性も明らかになった。 
 第 4 章の「自治体シンクタンクの評価に基づく政策形成基盤のあり方」では、自治体シンクタ
ンクの運営に以下の要件を重要視している。すなわち、①研究課題の設定段階では首長や庁内各
課、有識者等の多面的な課題認識を結節する必要性、 ②研究推進段階で多様な政策形成主体の
能力を引き出すコーディネート力の強化、 ③研究成果の活用促進段階におけるいわゆるトップ
ダウン型とボトムアップ型の意思決定手法の使い分け、 ④自治体シンクタンクの組織安定に貢
献すべく研究成果の対外的評価の積み重ね留意、 ⑤自治体シンクタンクの専門性や中立性、継
続性等を基調とした信頼性の構築、である。 
 これらの要件確保は厳しいものの、要件確保によって初めて自治体シンクタンク機能の向上が
可能となる。また、要件確保により当該自治体の政策形成イノベーションを惹起させ、自治体シ
ンクタンクの評価も高まり、行政組織をネットワーク化するための核となる。今後も自治体シン
クタンクの新設・廃止が続こうが、要件確保が自治体シンクタンクの持続的発展には欠かせない。
本論文では政策形成基盤形成において、要件整備が重要であることを明快に論じている。 
第 5 章の「政策形成基盤としての地域自治組織の評価」では、地方分権時代に必要な汎用性の
高い政策形成基盤モデルを確立するために、自治体シンクタンクより狭域的かつ住民参加の度合
い組織の検討をしている。実証研究対象には、平成の大合併で 14 市町村が合併し、都市内分権
を図るべく国内最多の 28 地域自治区数を有する新潟県上越市を選定した。地域自治組織に対す
る関係者の評価は多種多様であるが、将来への期待度は高い。また、地域自治組織における政策
形成プロセス評価から、以下の要件が重要となる。①地域自治区の政策形成主体は地域住民のた
め、暗黙知による地域課題や地域目標の共有が成立する。また、②政策形成推進力として、個人
の学習意欲や存在感、参加者間の信頼関係が比較的重要な役割を果たす。さらに、③各地域自治
区の特性を活かしつつ地域自治を持続的に発展させるためには、基礎自治体の政策形成サイクル
との連携が鍵を握るものと考えられる。 
 第 6 章の「政策形成基盤としての広域連携組織の評価」では、汎用性の高い政策形成基盤モデ
ルの確立に、自治体シンクタンクより広域的かつ多様な主体の参画として、「広域連携組織」を
政策形成基盤と捉え、政策形成基盤モデルの構築に向けた要件摘出を行っている。 
実証研究の対象には、三遠南信地域（愛知県東三河地方、静岡県遠州地方、長野県南信州地方
で構成）の広域連携組織を取り上げ、ヒアリングを主体の調査を行った。三遠南信地域の広域連
携は、総合的・体系的な目標設定、参加者間の共通認識と信頼関係を醸成する研究交流機会の充
実、政策形成基盤の強化を目的に行動をしている。 
 広域連携組織は政策形成プロセス評価から、以下の要件が重要となる。①政策形成主体が多種
多様かつ広域的に存在するため、学習・協議の場の意識的な設定や目標の明文化等が重要となる。
また、②主体による組織への参画目的や理解度に差があり、多様な政策形成を許容しつつ、その
成果が広く認知される仕組みづくりが重要である。さらに、③広域連携の持続可能な発展のため
には、それらを構成する基礎自治体における政策形成基盤の存在が問われるものと考えられる。 
 第 7 章の「政策形成基盤モデルの構築」は、終章としてモデルを提示している。すなわち、政
策形成サイクルの基本型は、課題認識（See）－目標設定（Plan）－活動実践（Do）のＳＰＤに
よって構成される螺旋型構造である。しかし、立場や理解度の多様な主体が関わる政策形成を推
進するには、この順番にとらわれない柔軟性が必要となる。例えば、自治体シンクタンク等によ
る課題整理、政策提言、計画策定などの内容について、事業主体となる関係課がその意図を完
全に理解することを待って推進しようとすれば、結果として永久に政策実現できないこともあ
り得るからである。また、参加目的や実績の異なる多種多様な主体で構成される広域連携組織
の政策形成において、足並みを揃えての推進は難しい。 
政策形成プロセスに必要な条件は、関係主体間における信頼関係の醸成および政策形成基盤
に対する信頼関係の醸成である。また、新たな政策形成基盤の導入が、既存システムを変革する
ものとの期待感が持てたとき、関係者のモチベーションは高かまり、能力を発揮する環境の形
成が可能となる。 
以上の様に、コミュニティレベルの地域自治組織、基礎自治体（市町村）レベルの自治体シン
クタンク、広域レベルの広域連携組織は、政策形成基盤として有用である。また、それぞれの有
機的連携は同一自治体において可能であり、それにより政策形成基盤同士の相乗効果も期待でき
る。しかし、その中核は基礎自治体レベルの政策形成基盤であり、自治体シンクタンクを起点と
してコミュニティレベルや広域レベルの政策形成基盤を構築・展開することを基本とする。 
本研究は、自治体シンクタンクの事例研究から政策形成基盤の基本構造を見出している。その
上で、自治体シンクタンクなど政策形成基盤の理論等を踏まえた設計と運用を行う組織が増加す
ることで、分権時代における地方都市の政策形成基盤は強化され、ひいては分権時代における持
続可能な国土形成への貢献も期待できるようになると主張する。 
 
以上のように、本研究は地方分権時代における地方自治体の汎用性のある政策形成基盤強化方
策を論じた意欲的な研究である。学位請求者の内海氏は、学位論文に相応しいかたちで多くの既
存研究･先行研究の成果を踏まえ、研究の位置づけや研究目的の設定を行っている。また、自ら
の自治体シンクタンクでの実践経験を学術研究にまとめ上げ、地方自治体の政策立案･問題解決
手法に新たな方向性を見出した点は高く評価できる。 
 本論文では詳細に自治体シンクタンクの実態調査を行い、それを基に設置経緯やその要因、盛
衰等を分析している。その上で、政策立案から実施・検討に至るＰＤＣＡサイクルプロセスやＰ
ＤＳサイクルの持続的発展プロセスにおける自治体シンクタンクの関わりをモデル化した点を
評価したい。また、自治体シンクタンクの持つ調査・分析機能、政策提言・調整機能等は、地方
自治体の組織にないフレキシブルな機能であり、今日的に重要な組織である。こうした自治体シ
ンクタンクの優位点を上げ、民間企業シンクタンクとの相違点、シンクタンクを自治体が運営す
ることの利点を明らかにし、自治体シンクタンクの今日的存在意義を見いだしている。同時に、
自治体シンクタンクの有用性を明示することで、自治体が自らの能力で政策形成基盤を構築し、
自治体運営を行う能力を持っていることを示した論文でもある。 
 また、平成の大合併後に生じた広域自治体における政策形成基盤の例として地域自治区を取り
上げ、詳細な調査を踏まえ、地域自治区の現状や問題点・課題を析出した。とくに、地域密着型・
住民参加型の政策形成基盤としての地域自地区の可能性を評価し論じた点が特筆できる。さら
に、静岡・長野・愛知にまたがる三遠南信地域を実態調査し、広域連携における自治体間の利害
調整や合意形成が、政策形成基盤として重要な意味を持つことを指摘し、そのプロセスをモデル
化している。 
 このように、本論文は地方分権時代を見据え、政策決定・実現に際し、自治体シンクタンクや
地域自治区制度、地域連携制度等が政策形成基盤として機能することを指摘した意欲的な論考で
あり、とくに政策形成基盤のプロセスをモデル化した点が高く評価できる。また、地方分権が標
榜されるにも係わらず政策形成基盤がまだ充分に構築されていない現状において、自治体シンク
タンクが政策形成基盤の中核的存在として重要な役割を果たす可能性を持つことを明らかにし
ている。 
 以上の審査から本論文を総合的に評価すると、目的・視点・仮説・調査手法・分析方法・分析
結果・結論とも明確であり、地方分権時代における政策形成基盤構築に貴重な情報を提供するも
のであり、学界にも実社会も有益な研究であると判断できる。そのため、審査員 3 名が一致して
内海巌氏の論文は博士学位論文としての水準を十分に超えた内容をもつものと判断し、博士（地
域政策学）の学位を授与すべしとの結論に至った。 
  
